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新年明けましておめでとうございます。

年頭にあたり謹んで新春のお喜びを申し上げますと共に、平素のご厚情に対し心から厚くお礼申し上げます。
　皆様が既にご存知のとおり、我が国の経済は、東日本大震災そしてそれに続く電力問題により、戦後最大の危機的状況の中にあり、さらに世界経済の不透明感は深まるばかりで、その影響から円高が最高水準に達しております。
折からの海外経済の下振れ懸念で円高・ドル安が中期的に継続し企業の海外移転や国内産業の空洞化が加速する可能性を懸念する声が出ております。円相場が過去最高値（１ドル７５．３２円）を記録するなど、株価の低迷、雇用情勢の悪化など、昨今の経済情勢を見ますと、日本経済は急激な円高やデフレーション経済の下、需要面での減少局面にあります。
また、アジア経済は成長をしているものの、今後の懸念材料として資源の囲い込みがあります。レアアースやレアメタルの多くは、中国、南アフリカ、豪州など、特定の国に偏在しており、他の鉱物資源と比較しても非常に量が少ないため、経済発展著しい中国などの大国が独占した場合、世界の産業は立ち行かなくなるなど、日本の脆弱な問題は山積であります。
また近年はさらに、TPPの問題、少子高齢化等による社会構造の変化、異常気象の影響による農作物の被害が懸念され、食品流通業等にとっては、経営環境はこれまで以上に厳しいものがあります。
また、大企業と中小企業の格差が拡大するとともに、中小企業の中でも業種、企業によって二極分化が進んでおります。
このような状況の下で卸売市場を取り巻く環境は、長期にわたる消費の低迷、卸売市場経由率の低下、取扱量の減少、消費税の問題など大きな流れが変容していく中で、卸売手数料の弾力化、市場間競争の激化、市場再編成の問題、流通の効率化への対応といった多くの問題を抱えながら、卸売市場のあり方を問われている状況であり、青果仲卸業は、経営改善をはじめ、抜本的な構造改革等新たな対応に迫られています。
こうした事態を踏まえながら、当市場が引き続き市民　県民に対して安心　安全　安定した信頼できる生鮮食料品を供給するという強い使命感　責任感のもとに、「食」という基幹産業(拠点市場)に従事するものとしての自信と誇りおよびその役割を果たす決意を内外に示すことが重要であります。
当組合と致しましては、市場の将来を見据え、新規仲卸も増加し、これからも特色のある卸売市場として組合員一同、一致団結してこれからの困難な時代を対峙し、組合の基盤を磐石なものにしながら東部市場の再構築に向けて邁進していく所存です。
　当組合では今後も組合員、関係者の皆様方と共に、これからの直面するさまざまな問題や変化する状況に対応し、多くの顧客の皆様方の「食の信頼＝東部市場」であり続けたいと思っています。最後になりましたが、皆様方の益々のご健康とご繁栄を祈念し新年のご挨拶とさせていただきます。

